
議案第２５号 
 
  学校教育関係事業の取扱いについて 
 
 学校教育関係事業の取扱いについては，次のとおりとする。 
 
 
  平成１６年５月３１日提出 
 
 
 

          宇都宮地域合併協議会 
                 会 長  福 田 富 一 

 
 
 
１ 学校の通学区域については，新市に移行後，全市的な通学区域の見直しの必

要性を検討する。 
 
２ 学校給食については，各市町の調理方式を現行のまま新市に引き継ぐ。また，

給食費の算定方法については，新市に移行後も当分の間現行どおりとする。 
 
３ 校舎の大規模改造事業及び体育館整備事業については，簡易耐震診断未実施

校について合併後早期に簡易耐震診断を実施し，その結果を基に宇都宮市の施

設整備計画に組み込む。 
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協定項目 学校教育関係事業の取扱い 所管専門部会名 教育専門部会 

調整の方向性 

１ 学校の通学区域については，新市に移行後，全市的な通学区域の見直しの必要性を検討する。 
２ 学校給食については，各市町の調理方式を現行のまま新市に引き継ぐ。また，給食費の算定方法については，新市に移行後も当 

分の間現行どおりとする。 
３ 校舎の大規模改造事業及び体育館整備事業については，簡易耐震診断未実施校について合併後早期に簡易耐震診断を実施し，その

結果を基に宇都宮市の施設整備計画に組み込む。 
現 状 ・ 課 題 ・ 対 応 

１ 学校の通学区域（学校の適正規模化に向けた通学区域の見直し等） 
宇 都 宮 市 上 三 川 町 上 河 内 町 河  内  町 備     考 

見直し予定 
・平成 17年度実施 
 ・通学区域変更 
 ・小規模特認校 
 ・隣接校との弾力化 
 ・遠距離通学区域の変更 

 
・見直し予定なし 

 
・見直し予定なし 

 
・見直し予定なし 

 
地域コミュニティ活動や通

学距離などに配慮する。 

学校数 
 小学校 
 中学校 

 
５９校 
２１校 

 
７校 
３校 

 
３校 
１校 

 
６校 
３校 

 
平成１６年４月 1日現在 

児童生徒数 
 小学校 
 中学校 

２５，００１人 
１１，９７１人 

 
２，０９６人 
１，０５１人 

 
５８２人 
３３９人 

 
２，０９８人 
１，１１４人 

 
平成１６年５月１日現在 

２ 学校給食 
宇 都 宮 市 上 三 川 町 上 河 内 町 河  内  町 備     考 

調理方式 
自校調理方式 

 
共同調理方式 

 
共同調理方式 

 
自校調理方式 

 

給食センター設置 
 

 
平成１４年９月 

 
平成７年４月 
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宇 都 宮 市 上 三 川 町 上 河 内 町 河  内  町 備     考 
学校数 
 小学校 
 中学校 

 
５９校 
２１校 

 
７校 
３校 

 
３校 
１校 

 
６校 
３校 

 
平成１６年４月 1日現在 

児童生徒数 
教職員数 

３６，９７２人 
２, ０４２人 

３，１４７人 
１９４人 

９２１人 
７８人 

３，２１２人 
２２７人 

平成１６年５月 1日現在 

食数    ３９，３３１食 ３，３８４食 ９９９食 ３，４３９食 平成１６年５月 1日現在 
給食費 
 小学校 
 中学校 

 
３，９１５円 
４，７３６円 

 
４，２００円 
４，８００円 

 
４，２００円 
４，６００円 

 
４，３００円 
４，９００円 

平成１６年５月 1日現在 

調理業務委託 
・調理業務委託（請負契約） 
 直営  小学校－４３校 
 委託  小学校－１６校 
     中学校－２１校 

 
・一部調理員委託 
 午前 ６人 
 午後 ３人 

 
・直営 

 
・一部調理員委託 

 
平成１６年５月 1日現在 

３ 学校の校舎及び体育館の耐震診断（対象：昭和５６年以前の建築物） 
宇 都 宮 市 上 三 川 町 上 河 内 町 河  内  町 備     考 

校舎の耐震診断 
・Ｈ12～15実施 
   〃 
・診断不要 
   〃 

小３７校 
中１８校 
小２２校 
中 ３校 

 
・Ｈ15実施 
  〃 
・診断不要 

 
小５校 
中３校 
小２校 

 
・Ｈ12実施 
・診断不要 

 
中１校 
小３校 

 
・計画あり 
  〃 
・診断不要 
  〃 

 
小３校 
中２校 
小３校 
中１校 

 

体育館の耐震診断 
・Ｈ15実施 
  〃 
・診断不要 
  〃 
 

小３４校 
中１１校 
小２５校 
中１０校 

 

 

・Ｈ15実施 
  〃 
・診断不要 
  〃 

小３校

中１校

小４校

中２校

 

・診断不要 
・未実施 

小３校

中１校

 
・診断不要 
  〃 
 

 
小６校 
中３校 

 

 

 



 

学校教育関係事業の取扱い 
 
（１）先進事例 
 ア 周南市の例（平成 15年 4月 21日合併 新設 ２市２町） 
  １ 奨学金貸付事業 
   徳山市の例により調整する。ただし，貸付額については上位のものに合わせる。 
  ２ 就学費の援助 
    新南陽市・鹿野町の例により調整する。 
  ３ 通学区域〔小・中学校〕 
    新市に移行後，速やかに調整する。 
  ４ 学校給食の状況 
  （１）給食費 新市に移行後，速やかに調整する。 
  （２）公会計と私会計 新市に移行後，速やかに調整する。 
  （３）センター方式と単独校方式 現行のまま新市に引き継ぐ。 
  （４）業務委託 現行のまま新市に引き継ぐ。 
  （５）幼稚園給食 現行のまま新市に引き継ぐ。 
 
 イ 高山市の例（平成 17年 2月 1日合併予定 編入 １市２町９村） 
  １ 小中学校建物等改造整備計画については，新市建設計画及び高山市総合計画に合わせて速やかに策定するものとするが，耐震診断については，

合併までに各町村で計画的に実施する。 
  ２ 育英資金及び人材育成奨励金の町村が独自で実施している制度については，平成１６年度をもって廃止する方向で調整するが，新たな育英資金

制度を合併までに検討する。平成１６年度以前に貸付を決定したものについては，経過措置を講じる。 
  ３ 学校給食については，当面各市町村の調理方式を継続し，現調理場での運営とするが，合併後において配送距離等可能な地域についてセンター

の統廃合を検討する。 



    会計処理は高山市の例により，賄材料費は特別会計とする。 
    職員体制については，現在の体制を基本に別途協議する。 
    古川国府給食センターは，飛騨市との間で一部事務組合を設置する。 
  ４ スクールバスの管理運営については，現行のまま新市に引き継ぐが，有効利用を図る観点から総合交通体系の調整と合わせて，新市において検

討する。また，業務委託又は嘱託職員化を検討する。 
  ５ 中学校海外研修事業については，平成１６年度をもって廃止する。なお，新市においては国際交流事業等学校教育の充実に努める。 
 
 ウ 鹿児島市の例（平成 16年 11月 1日合併予定 編入 １市５町） 
   学校教育事業については，合併時に鹿児島市の制度に統合するものとする。ただし，実施方法が異なる事業については，平成１７年度に鹿児島市

の制度に統合するものとする。 
 
 

 
 




